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府省共通研究開発管理システム(e-Rad)による応募の準備 

(1) 研究機関、研究者情報の登録
ログイン ID、パスワードをお持ちでない方は、研究機関の事務担当者による登録が必要で
す。

(2) 研究インテグリティに係る情報の入力
本情報の登録が無い場合、研究課題の応募ができません。 
2021 年度の e-Rad 改修 (2022 年 3 月 15 日に実施) 以降、研究インテグリティ情報の登録
を行っていない場合は必ず行って下さい。既に登録済みの方で情報に変更がある場合は修
正を行ってください。 
応募情報の入力を行う研究代表者だけでは無く、委託研究費の配分を受ける主たる研究分
担者全員について、登録が必要です。 

■ご注意ください
英字氏名が登録されていないと研究インテグリティ情報の登録（研究者情報の修正）がで
きません。本マニュアル P. 3 の手順を参照し、英字氏名の登録状況を確認してください。 
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（１）研究機関、研究者情報の登録 

【研究機関の登録】 
応募時までに e-Rad に研究機関が登録されていることが必要となります。研究機関で１名、
e-Rad に関する事務代表者を決めていただき、e-Rad ポータルサイト（以下、「ポータルサ
イト」という）より研究機関登録様式をダウンロードして、登録申請を行ってください。登
録手続きに日数を要する場合がありますので、2 週間以上の余裕をもって登録手続きをして
ください。 
 
【研究者情報の登録】 
研究代表者及び全ての主たる研究分担者が、e-Rad に研究者情報を登録して、ログイン ID、
パスワードを事前に取得する必要があります(既に他の公募への応募の際に登録済みの場合、
再登録は不要です)。所属研究機関の e-Rad 事務担当者に研究者情報の登録を依頼してくだ
さい。 
詳細は、e-Rad ポータルサイト掲載の「システム利用に当たっての事前準備」、「よくある質
問と答え」等を参照してください。 
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（２）研究インテグリティに係る情報の登録 

■英字氏名登録状況の確認 
① e-Rad にログイン後、【研究者情報の確認・修正】をクリックしてください。 

 
② 続いて表示される「研究者情報の修正」の画面で【基本情報】タブをクリック。英字氏

名が登録されているか確認してください。 
※e-Rad の改修以降(2022 年 3 月 15 日以降)、研究者情報への英字氏名の登録が必須

項目になっています。英字氏名が登録されていないと研究インテグリティ情報の
登録（研究者情報の修正）ができません。 

※英字氏名が登録されていない場合は所属機関の e-Rad 事務担当者に、英字氏名の登
録を依頼してください（研究者のアカウントでは英字氏名の登録はできません）。 
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■研究インテグリティ情報の登録手順 
① 「研究者情報の修正」の画面で【所属研究機関】タブをクリック。 

 
 
② 「e-Rad 外の研究費の状況および役職と所属機関への届け出状況」の項目で【行の追加】

をクリックして記入欄を表示。 
 
③ 「(1) e-Rad 外の研究費」「(2) （兼業や、外国の人材登用プログラムへの参加、雇用契
約のない名誉教授等を含む）現在の全ての所属機関・役職」の記入欄に入力してください。 
 
④ 上記入力事項について適切に所属機関に報告をしていることを確認のうえ、「(3) 誓約状

況」のチェックボックスにチェックしてください。 
※「(3) 誓約状況」のチェックは応募のための必須項目となります。この項目にチェッ
クが入っていない場合、課題の応募ができません。 

 



5 
 

 
 
⑤ すべて入力が完了したら、ページ最下部の【この内容で登録】をクリックしてください。 
 
⑥ 「この内容で登録しますがよろしいですか？」と表示されるので【OK】をクリックして

ください。入力が完了すると、「研究者情報修正完了」と表示されます。  
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【入力例】 
 本プログラムにご応募の場合、「機密保持契約締結有無」の欄で「有」を選択した場合

は、「相手機関の国名」と「エフォート」以外の入力は必要ありません。予算額の提出
が難しい場合は「0」と記入してください。 

 エフォートは合計が 100％を超えないようにして下さい。 
 「e-Rad 外の研究費」については、公募要領の「4.3 不合理な重複・過度の集中に対す

る措置」の項目の記載にもある以下の定義をご参考ください。 
「複数の競争的研究費その他の研究費（国外も含め、補助金や助成金、共同研究費、受託

研究費等、現在の全ての研究費であって個別の研究内容に対して配分されるもの（※）。） 

※ 所属する機関内において配分されるような基盤的経費又は内部資金、商法で定める商

行為及び直接又は間接金融による資金調達を除く。」 

 
 




